
第２３号議案  

 

 

 

   中野区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する  

条例施行規則等の一部を改正する規則  

 

 

 

 上記の議案を提出します。  

 

 

 

  令和７年（２０２５年）３月２８日  

 

 

 

提出者  中野区教育委員会教育長  田代  雅規  

 

 

 

 

（提案理由）  

 区議会第１回定例会にて議決された「中野区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例」及び「中野区立小学校及び中学校教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例」の一部を改正する条例の公布に伴い、関連する規則の改正を

行う必要がある。  



中野区教育委員会規則第５号  

 

   中野区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条

例施行規則及び中野区立小学校及び中学校教育職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則  

 

 （中野区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

施行規則の一部改正）  

第１条  中野区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則（平成１２年中野区教育委員会規則第６号）の一部を

次のように改正する。  

  第８条の２第６項中「されなかった」を「、されなかった」に改

め、同条第７項第２号中「、条例第１１条の２第１項の規定による

請求にあっては３歳に、条例第１１条の３第１項の規定による請求

にあっては」を削り、同条第８項中「遅滞なく」を「、遅滞なく」

に改める。  

  第２７条第１項中「７月１日から９月３０日」を「６月１日から

１０月３１日」に改める。  

  第２９条の２の見出しを「（子の看護等のための休暇）」に改め、

同条第１項中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための休

暇」に、「看護（」を「看護等（」に、「又は疾病」を「、疾病」

に、「を行うことをいう」を「若しくは学校保健安全法（昭和３３

年法律第５６号）第２０条の規定による学校の休業その他これに準

ずる事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは

保育に係る行事への参加をすることをいう。第６項において同じ」

に改め、同条第２項から第５項までの規定中「子の看護のための休

暇」を「子の看護等のための休暇」に改め、同条第６項中「子の看



護のための休暇」を「子の看護等のための休暇」に、「看護を」を

「看護等を」に改める。  

  第３０条の２の２の次に次の４条を加える。  

  （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確

認等）  

 第３０条の２の３  条例第１８条の４第１項の教育委員会規則で定

める制度又は措置（以下「介護両立支援制度等」という。）は、

次に掲げる制度又は措置とする。  

  ⑴  条例第１８条第１項に規定する介護休暇  

  ⑵  条例第１８条の２第１項に規定する介護時間  

  ⑶  条例第１１条第２項の規定において準用する同条第１項の規

定による深夜勤務の制限  

  ⑷  条例第１１条の２第２項の規定において準用する同条第１項

の規定による超過勤務の制限  

  ⑸  条例第１１条の３第２項の規定において準用する同条第１項

の規定による超過勤務の制限  

  ⑹  条例第１７条第１項に規定する短期の介護休暇  

 第３０条の２の４  条例第１８条の４第１項の教育委員会規則で定

める事項は、次に掲げる事項とする。  

  ⑴  介護両立支援制度等  

  ⑵  介護両立支援制度等の請求先、申告先又は申請先  

  ⑶  地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第７

０条の４第１項に規定する介護休業手当金その他これに相当す

る給付に関する必要な事項  

 ２  条例第１８条の４第１項又は第２項の規定により、職員に対し

て、前項各号に掲げる事項を知らせる場合は、次の各号に掲げる

いずれかの方法（同条第１項の規定による場合における第３号に



掲げる方法については、当該職員が希望する場合に限る。）によ

って行わなければならない。  

  ⑴  面談による方法  

  ⑵  書面を交付する方法  

  ⑶  電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達

するために用いられる電気通信（以下「電子メール等」とい

う。）の送信による方法（当該職員が当該電子メール等の記録

を出力することにより書面を作成することができるものに限

る。）  

 第３０条の２の５  条例第１８条の４第１項の教育委員会規則で定

める措置（第３号に掲げる措置にあっては、職員が希望する場合

に限る。）は、次に掲げる措置とする。  

  ⑴  面談  

  ⑵  書面の交付  

  ⑶  電子メール等の送信（当該職員が当該電子メール等の記録を

出力することにより書面を作成することができるものに限る。）  

  （勤務環境の整備に関する措置）  

 第３０条の２の６  条例第１８条の５第３号の教育委員会規則で定

める介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置は、

次に掲げる措置とする。  

  ⑴  職員の介護両立支援制度等の利用に関する事例の収集及び職

員に対する当該事例の提供  

  ⑵  職員に対する介護両立支援制度等及び介護両立支援制度等の

利用の促進に関する方針の周知  

  第３２条第１項及び第３２条の２中「子の看護のための休暇」を

「子の看護等のための休暇」に改める。  

  別記様式第１１号を次のように改める。   



 （中野区立小学校及び中学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例施行規則の一部改正）  

第２条  中野区立小学校及び中学校教育職員の勤務時間、休日、休暇

等に関する条例施行規則（平成２９年中野区教育委員会規則第１１

号）の一部を次のように改正する。  

  第８条第６項中「されなかった」を「、されなかった」に改め、

同条第７項第２号中「、条例第１０条第１項の規定による請求にあ

っては３歳に、条例第１１条第１項の規定による請求にあっては」

を削り、同条第８項中「遅滞なく」を「、遅滞なく」に改める。  

  第２８条第１項中「７月１日から９月３０日」を「６月１日から

１０月３１日」に改める。  

  第３０条の見出しを「（子の看護等のための休暇）」に改め、同

条第１項中「子の看護のための休暇」を「子の看護等のための休暇」

に、「看護（」を「看護等（」に、「又は疾病」を「、疾病」に、

「を行うことをいう」を「若しくは学校保健安全法（昭和３３年法

律第５６号）第２０条の規定による学校の休業その他これに準ずる

事由に伴うその子の世話を行うこと又はその子の教育若しくは保育

に係る行事への参加をすることをいう。第５項において同じ」に改

め、同条第２項から第４項までの規定中「子の看護のための休暇」

を「子の看護等のための休暇」に改め、同条第５項中「子の看護の

ための休暇」を「子の看護等のための休暇」に、「看護を」を「看

護等を」に改める。  

  第３５条の２の次に次の４条を加える。  

  （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確

認等）  

 第３５条の３  条例第１９条の３第１項の教育委員会規則で定める

制度又は措置（以下「介護両立支援制度等」という。）は、次に



掲げる制度又は措置とする。  

  ⑴  条例第１８条第１項に規定する介護休暇  

  ⑵  条例第１９条第１項に規定する介護時間  

  ⑶  条例第９条第２項の規定において準用する同条第１項の規定

による深夜勤務の制限  

  ⑷  条例第１０条第２項の規定において準用する同条第１項の規

定による超過勤務の制限  

  ⑸  条例第１１条第２項の規定において準用する同条第１項の規

定による超過勤務の制限  

  ⑹  条例第１７条第１項に規定する短期の介護休暇  

 第３５条の４  条例第１９条の３第１項の教育委員会規則で定める

事項は、次に掲げる事項とする。  

  ⑴  介護両立支援制度等  

  ⑵  介護両立支援制度等の請求先、申告先又は申請先  

  ⑶  地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第７

０条の４第１項に規定する介護休業手当金その他これに相当す

る給付に関する必要な事項  

 ２  条例第１９条の３第１項又は第２項の規定により、職員に対し

て、前項各号に掲げる事項を知らせる場合は、次の各号に掲げる

いずれかの方法（同条第１項の規定による場合における第３号に

掲げる方法については、当該職員が希望する場合に限る。）によ

って行わなければならない。  

  ⑴  面談による方法  

  ⑵  書面を交付する方法  

  ⑶  電子メールその他のその受信をする者を特定して情報を伝達

するために用いられる電気通信（以下「電子メール等」とい

う。）の送信による方法（当該職員が当該電子メール等の記録



を出力することにより書面を作成することができるものに限

る。）  

 第３５条の５  条例第１９条の３第１項の教育委員会規則で定める

措置（第３号に掲げる措置にあっては、職員が希望する場合に限

る。）は、次に掲げる措置とする。  

  ⑴  面談  

  ⑵  書面の交付  

  ⑶  電子メール等の送信（当該職員が当該電子メール等の記録を

出力することにより書面を作成することができるものに限る。）  

  （勤務環境の整備に関する措置）  

 第３５条の６  条例第１９条の４第３号の教育委員会規則で定める

介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置は、次に

掲げる措置とする。  

  ⑴  職員の介護両立支援制度等の利用に関する事例の収集及び職

員に対する当該事例の提供  

  ⑵  職員に対する介護両立支援制度等及び介護両立支援制度等の

利用の促進に関する方針の周知  

  第３８条第１項及び第３９条中「子の看護のための休暇」を「子

の看護等のための休暇」に改める。  

  別記様式第１４号を次のように改める。  

  



   附  則  

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。  

 



別記様式第１１号（第３２条関係） 

年  月  日   

 教育長 殿 

所属             

職              

職員番号           

氏名             

 

休暇願・欠勤等の届 

 

 下記のとおり、 
□承認を願います。 

□届けます。 
 

１ 病気休暇 １０ 生理休暇 １９ 育児参加休暇 

２ 公民権行使等休暇 １１ 慶弔休暇（結婚） ２０ 短期の介護休暇 

３ 不妊治療のための休暇 １２ 慶弔休暇（忌引） ２１ 組合休暇 

４ 妊娠出産休暇 １３ 慶弔休暇（追悼） ２２ 私事旅行等 

５ 妊娠症状対応休暇 １４ 災害休暇 ２３ 欠勤（私事） 

６ 母子保健健診休暇 １５ ボランティア休暇 ２４ 欠勤（遅参） 

７ 妊婦通勤時間 １６ リフレッシュ休暇 ２５ 欠勤（早退） 

８ 育児時間 １７ 子の看護等のための休暇   

９ 出産支援休暇 １８ 早期流産休暇   

休暇又は欠勤等の日 月  日から  月  日まで  日間 

１、２、１４、２３ 理由 
３ 取得時間、既取得日数及び残日数 
４ 出産予定日及び産前産後の内訳 
５ 理由及び出産予定日 
６ 取得時間、妊娠の週数、前回健診年月日並び
に医療機関の名称、電話番号及び所在地 

７ 取得時間及び出産予定日 
８ 取得時間及び出産日 
９ 出産予定日又は出産日、取得時間、既取得日
数及び残日数 

１１ 挙式年月日 
１２ 死亡年月日、本人との続柄及び本人の氏名 
１３ 追悼種別、実施年月日、本人との続柄及び
本人の氏名 

１５ 既取得日数及び残日数 
１７ 取得対象である子全員の氏名及び生年月
日、当該休暇の取得に係る子の氏名、理由、取
得時間、既取得日数並びに残日数 

１８ 流産した日 
１９ 出産予定日又は出産日、取得時間、既取得
日数及び残日数 

２０ 取得対象である者全員の氏名及び続柄、当
該休暇の取得に係る者の氏名、理由、取得時
間、既取得日数並びに残日数 

２１ 機関名、実施年月日、実施時間、取得時
間、既取得日数及び残日数 

２２ 旅行先、日程表及び電話番号 
２４、２５ 理由及び登退庁時刻 

  

 



別記様式第１４号（第３８条関係） 

年   月   日   

          殿  

所属              

職              

職員番号              

氏名              

 

休暇願・欠勤等の届  

 

 下記のとおり、  
□承認を願います。  

□届けます。  
 

１ 病気休暇 ９ 出産支援休暇 １７ 早期流産休暇 

２ 公民権行使等休暇 １０ 生理休暇 １８ 育児参加休暇 

３ 不妊治療のための休暇 １１ 慶弔休暇（結婚） １９ 短期の介護休暇 

４ 妊娠出産休暇 １２ 慶弔休暇（忌引） ２０ 組合休暇 

５ 妊娠症状対応休暇 １３ 慶弔休暇（追悼） ２１ 私事旅行等 

６ 母子保健健診休暇 １４ 災害休暇 ２２ 欠勤（私事） 

７ 妊婦通勤時間 １５ ボランティア休暇 ２３ 欠勤（遅参） 

８ 育児時間 １６ 子の看護等のための休暇 ２４ 欠勤（早退） 

休暇又は欠勤等の日 月  日から  月  日まで  日間 

１、２、１４、２２ 理由 
３ 取得時間、既取得日数及び残日数 
４ 出産予定日及び産前産後の内訳 
５ 理由及び出産予定日 
６ 取得時間、妊娠の週数、前回健診年月日並び
に医療機関の名称、電話番号及び所在地 

７ 取得時間及び出産予定日 
８ 取得時間及び出産日 
９ 出産予定日又は出産日、取得時間、既取得日
数及び残日数 

１１ 挙式年月日 
１２ 死亡年月日、本人との続柄及び本人の氏名 
１３ 追悼種別、実施年月日、本人との続柄及び
本人の氏名 

１５ 既取得日数及び残日数 
１６ 取得対象である子全員の氏名及び生年月
日、当該休暇の取得に係る子の氏名、理由、取
得時間、既取得日数並びに残日数 

１７ 流産した日 
１８ 出産予定日又は出産日、取得時間、既取得
日数及び残日数 

１９ 取得対象である者全員の氏名及び続柄、当
該休暇の取得に係る者の氏名、理由、取得時
間、既取得日数並びに残日数 

２０ 機関名、実施年月日、実施時間、取得時
間、既取得日数及び残日数 

２１ 旅行先、日程表及び電話番号 
２３、２４ 理由及び登下校時刻 

 

 

 


